
 

 

 

 

医療分                                        
Ⅰ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

全般的事項 

１ 原則として，事業対象期間は平成３１年４月１日からの１年間とする。 

２ 新規事業については，別表１に掲載する関係団体等に限り募集する。 

 

施設整備事業 

３ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化・連携を進めるための病床機能分化・連携推進

基盤整備事業については，令和元年度計画には計上せず，平成３０年度以前に交付された基金

を財源に実施する。 

４ 施設整備事業については，上記「病床機能分化・連携推進基盤整備事業」及び国庫補助振替

事業とする。 

 

設備整備事業 

５ 在宅医療等の体制整備に資する設備整備事業については，補助率を１／２とする。 

６ その他の設備整備事業は対象外とする。 

 

国庫補助からの継続事業 

７ 国庫補助からの継続事業については，従前の補助率等を適用する。 

 

ソフト事業 

８ 地域医療構想の達成に向け，病床の機能分化・連携の推進に寄与する事業を優先的に，計画

に位置付ける。 

９ 補助事業のうち，次のいずれかに該当し，かつ高い効果が期待できると考えられるものは補

助率を１０／１０とする。 

（１）県内全域を対象とする地域包括ケア推進体制整備事業 

（２）看護師の確保及び養成に関する事業 

（３）在宅医療を推進する多職種連携ネットワーク構築事業 

（４）歯科衛生士及び歯科技工士の確保に関する事業 

10 その他，在宅医療の推進や医療従事者確保等に関する事業は，補助率を２／３とする。 

11 以上の分類に属さないソフト事業は対象外とする。 

 
介護分                                        
Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業 

 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて，県内市町村の第７期介護保険事業計画で予定

している地域密着型サービス施設等の整備計画に基づき，都道府県計画を策定する。補助率は，

国から示された配分基礎単価を基準に，定額とする。 

 

Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業 

 介護業界全体として被災地宮城での介護人材確保・育成に取り組むため，県内の介護関係 

１８団体が参画している「宮城県介護人材確保協議会」において提案された事業等を参考に，

実施事業を選定し，都道府県計画を策定する。 

 

資料４ 

令和元年度宮城県計画掲載事業の基本的な考え方（案） 
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別表１ 関係団体及び医療人材育成機関の一覧 

 

項目 団体名 

○関係団体 県医師会 

 （宮城県内に限る） 郡市医師会 

  県病院協会 

  県歯科医師会（地区会含む） 

  県薬剤師会（地区会含む） 

  県看護協会（支部含む） 

  県産婦人科医会 

  県助産師会 

  県訪問看護ステーション連絡協議会 

 県歯科技工士会 

 県歯科衛生士会 

○医療人材育成機関 東北大学病院 

  東北医科薬科大学病院 

 

 


